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はじめに

　オープンな情報通信ネットワークシステムは，複数の

ベンダの製品が混在するような環境を実現するものであ

り，したがって，相互接続性の確立はオープンシステム

が成立するための最低限の条件となる．オープンシステ

ムアーキテクチャにおいては，機能のモジュール化と抽

象化を行い，各モジュールのポータビリティを提供する

ことで，モジュールの選択肢（Alternatives）を提供する．

これによって，大規模なシステムを複数の組織で分担し

て設計開発することを可能とする．また，モジュールへ

のアクセスに必要なインタフェース仕様が公開されるた

め，事実上無限種類のモジュールが，同一のモジュール

へアクセスすることを可能にする．これにより，アクセ

スされるモジュールは，自分自身の機能変更を行うこと

なく，異なるモジュールとのアクセスを可能にするとと

もに，なにより，新しいモジュールとの通信をも可能と

することができる．IPモジュールとデータリンクモジュ

ールの関係で考えると，IPモジュールの変更なしに，常

に最新のデータリンク技術を IPモジュールは利用する

ことができる． 

　グローバル規模で，かつ，ユビキタスに導入されたイ

ンターネットシステムは，地球上最大のオープンシステ

ムと言えよう．インターネットシステムにおいては，IP

モジュールが，システムの核となるモジュールであり，

IPモジュールを中心に，無数のデータリンクが接続され

るとともに，TCPおよび UDPモジュールを介して，無

数のユーザアプリケーションやミドルウェアモジュール

が接続されている．IPv4技術から IPv6 技術への導入は，

データリンク技術や，アプリケーションあるいはミドル

ウェア技術における新技術の導入とは大きく異なり，イ

ンターネットシステムにおける核モジュールへの新技術

の導入であり，非常に難易度の高い事業となる． 

　IPモジュールは，ルータにおいては，アプリケーショ

ンが生成するデータを，インターネット上の目的のアプ

リケーションまで転送する機能を，グローバルに，かつ

インターネット上のすべてのノードに対して提供しなけ

ればならない．エンドノードにおいては，アプリケーシ

ョンデータが，正確に隣接ルータに転送され，目的のノ

ードにアプリケーションデータが転送されるような正確

で誤りのない動作が必要となる．アプリケーションデー

タの受信に関しても同様である．IPモジュールは，シス

テムの核モジュールであるために，多くのベンダでの製

品の開発が同時に進行し，かつ相互接続を縦方向（デー

タリンクおよびアプリケーションに対して）と横方向（IP

モジュール間）に対して，行われなければならない． 

　我々は，インターネット技術，すなわち，IPv4技術が

良好にかつ迅速に導入普及したメカニズムを分析し，本

稿で述べるような，3つの活動を戦略的に推進し，IPv6技

術の確立と市場導入の支援を行った．（1）オープン参照ソ

フトウェアの研究開発（KAME&USAGIプロジェクト）1），2）， 

（2）相互接続性検証システムの研究開発と整備（TAHIプロ

ジェクト 3）等），（3）テストベッド環境の整備である． 

　本稿では，これら 3つの活動の概要を議論するととも

に，関連する今後の方向性を展望・議論する．

相互接続性確立への戦略

　インターネットの成功は，TCP/IPプロトコルを核と

した拡張性の高いソフトウェアアーキテクチャによると
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IPv6技術の市場導入を円滑に推進するためには，各ベンダにおける製品開発の難易度を軽減し，異なるベンダが市場投
入する製品の間での相互接続性の確立が有効である．そこで，我々は，オープンな参照ソフトウェアの研究開発，プロ
トコルスタックの検証評価システムの研究開発，相互接続性の確認プラットフォームの整備という 3つの活動を戦略的
に推進した．これらの活動はグローバルな意味で評価されるとともに，IPv6システムの実システムへの導入の支援に資
する成果を達成した． 近年は，IPv6基盤上での展開が期待される IMSおよび NGNの基盤プロトコルである SIP（Session 
Initiation Protocol）に関する活動にも着手した．
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ころが大きいとされているが，ある意味，それ以上に重

要な意味を持ったものが，米国カリフォルニア大学バ

ークレー校（UCB；University of California in Berkley）を

中心に推進された UNIXシステムのオープンソフトウェ

アの研究開発と，それによる TCP/IPを核としたインタ

ーネットソフトウェアアーキテクチャの確立と普及に

あったと考えることができる．UCBを中心にして研究

開発された UNIXソフトウェアシステムは，DARPANET，

ARPANETそして NSFNET という研究者（計算機科学関連

の研究者）自身が，ネットワークの設計・実装ならびに

運用を行うテストベッドにおいて実際に適用され，実シ

ステムでの運用と研究開発の間での，有機的で有効な相

互作用・相互向上が形成される仕組みを作り上げ，TCP/

IP技術群の最適化と成長を支援した．また，現在はあ

る意味肥大化している IETF（Internet Engineering Task 

Force）も，少人数の専門家による TCP/IP技術の問題点

の解決と改善を目的に創成された．TCP/IP技術の問題

解決と改善の議論の結果が，デファクト標準（De Facto 

Standard）に自然と見なされるようになったと，IETFに

おける技術標準化のプロセスは捉えるべきであろう．こ

れ以外にも，NETWORLD+INTEROPのような，商用ベー

スではあるが TCP/IP機器間での相互接続性の向上を目

指した活動が，勢力的に推進・展開され，相互接続性の

確立を通じた，技術標準化プロセスへのフィードバック

の重要性も明確に認識されるようになったと考えること

ができる． 

  IPv6技術は，1980年代末から 1990年初頭に，それ

までのいわゆる TCP/IP技術の次世代版を研究開発す

ることを主眼に研究開発活動が開始された．事実，当

時，IPv6 （IP version 6）ではなく，次世代 IP（IP next 

generation） と呼ばれていた．1992年の IABおよび IETF

における大きな方針転換を受け，IPv6 技術の基本仕様

は 1994年に決められた．IETFにおけるその後の活動は，

実システムとしての展開に必要な詳細の検討や周辺技術

への適用などの検討を行ってきたと捉えることができる．

しかし，実システムとして，IPv6 技術が実際のビジネス

市場に受け入れられるためには，きわめて重要な技術標

準化の作業であると考えなければならない．WIDEプロ

ジェクト 4）（代表；慶應義塾大学 村井純教授）は，1992

年以降，IPv6技術（当時は IPng技術）に関する研究開発

の重要性を認識し，独自の研究開発活動を産学協同で進

めてきた．IETFにおける技術標準化は，実装状況の確認

とテストベッド環境における動作状況を見ながら，技術

の標準化が推進される（ユニークな）形態として認識され

ている．WIDEプロジェクトでは，1998年（WIDEプロ

ジェクト発足 10周年にあたる）から，IPv6 技術の実社

会への導入と普及をミッションとして，プロジェクト全

体で IPv6 技術に取り組むことにした．この推進にあた

っては，UCBと DoD/NSFを核とした IPv4の普及と似た，

IPv6の普及のための戦略的で有機的な支援構造の構築

が必要であると考え，3つの施策への挑戦を試みた次第

である．どの施策も，単独の組織で実現可能な挑戦では

なく，産学，さらに産官学共同体制の創成と確立を行い

ながら，各活動の推進を行う必要があった． 

  その中でも，以下，各章で述べるそれぞれの活動は，

独立性と自律性の高い事業／活動であるが，それぞれが，

大きな戦略の中で，協調動作した重要なキーコンポーネ

ントであったと考えることができるであろう． 

（1）オープン参照ソフトウェアの研究開発

（2）相互接続性検証システムの研究開発

（3）相互接続性検証テストベッド環境の構築

オープン参照ソフトウェアの研究開発 

　1992年，WIDEプロジェクトがホストとして開催した

INET92（神戸）以来，次世代 IP技術である IPv6技術の

標準化作業が IETFによって開始された．WIDEプロジェ

クトでは，それ以来，戦略的に IPv6技術に関する研究

開発活動を行ってきている．

　1998年日本国内の企業の研究所等で独立に研究開発

してきていた BSD系 UNIX用の IPv6プロトコルスタッ

クの活動を，統合化しオープンな参照ソフトウェアとし

て世界に提供するためのプロジェクトである KAMEプ

ロジェクトを発足した．慶應義塾大学，東京大学が幹

事的な役割を果たし，（株）IIJ，（株）日立製作所，（株）

東芝，日本電気（株），富士通（株），横河電機（株） が協

力して研究開発活動を展開した．KAMEプロジェクト

では，1999年頃に，フランス INRIA，米国 NRL（Naval 

Research Lab）と協力して，それまで，独立に研究開発

されていた BSD系の IPv6プロトコルスタックの統合化

を行うなどの国際的協調作業を行ったり，IETFにおける

IPv6 技術の拡張時に参照実装組織として照会を受ける

など標準化プロセスにも大きな影響を与えた．KAMEプ

ロジェクトは，その活動目標である IPv6 ソフトウェア

アーキテクチャの確立と商用利用に資する参照ソフトウ

ェアの提供というプロジェクトの目標を達成したことを

グローバルに確認してもらい，IPv6技術が次の段階に

進むことを認知してもらうことを目的として，2005年

3月末をもって，戦略的に完了した．

　2000年には，Linux用の IPv6プロトコルスタックの

参照コードを研究開発する USAGIプロジェクトを発足

させた．USAGIプロジェクトは，慶應義塾大学，東京大

学，（株）日立製作所，（株）東芝，横河電機（株），NTTソ

フトウェア（株），シャープ（株），アンカーテクノロジー
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（株），日本エリクソン（株），日本 IBM（株） が協力して

研究開発活動を展開し，2名のカーネルメインテナ（慶

應義塾大学 吉藤氏，（株）東芝 小堺氏）を輩出することが

できた．さらに，米国 IBM，FreeSWAN，サムソンなど，

多くの海外組織に属する研究者との協調活動を展開して

いる． 

　また，モバイル技術（Mobile IP 技術，NEMO 技

術，MANET技術）に関しても，フランス （INRIA, France 

Telecomなど）や HUT（ヘルシンキ工科大）との共同

研究開発活動を展開しながら Nautilusプロジェクト 5）

を 2003年以来推進している．さらに，2007年 5月に，

NGNの基盤プロトコルとされている IMS/SIPに関する

参照ソフトウェアアーキテクチャの設計と研究開発を推

進するプロジェクトを発足させた． 

相互接続性検証システムの研究開発 

　1998年，開発者を品質面でサポートすることを目的

とし，オープンな検査ツールを世界に提供するために

TAHI プロジェクトを発足した．TAHIプロジェクトは検

査ツールの開発を通じ，IPv6の仕様を記述した RFC等

の不明瞭な部分の明確化や IETFへのフィードバックも

目的としている．東京大学，横河電機（株）が幹事的な役

割を果たし，日本電信電話（株），NTTアドバンステクノ

ロジ（株），安川情報システム（株），（株）ワイ・ディ・シ

ーが協力して研究開発活動を展開してきた．

　TAHIプロジェクトの発足当初は，IPv6を実装した機

器のほとんどが，PCやルータであった．これらの機器

は，CPUやメモリ等のリソースを十分に持ち，RFCに

定義された多くの機能を実装することを目指していた．

したがって TAHIプロジェクトの検査仕様も RFCに記述

されている機能のすべてを検査することを目指してい

た．開発したツールは無償公開し，検査の質の高さとカ

バレージの広さから高い評価を得ることができ，世界中

の IPv6実装者に利用されるようになった．2000年には，

仕様を策定中のMobile IPv6（MIPv6）の検査ツール開発

に取り組み，2004年に RFC化されるまで，仕様に対す

る多くのフィードバックを行い続けた．

　TAHIプロジェクトは，1999年に日本で開催された

IETFの IPv6 WGの Interim Meetingにおいて，IPv6のテ

ストイベントを併催し，日本で初めてとなる国際的な

IPv6のテストイベントを開催した．本イベントには日

本を始め，米国，フランス，デンマーク，韓国といった

国から 15のベンダが参加した．これ以降，TAHIプロジ

ェクトは，1年に一度の頻度で継続的に国際的なテスト

イベントを開催しており，2007年には第 9回目のテス

トイベントを実施している．これまで最大で 36組織か

ら 85名の参加があった．これは，実装者が一堂に会す

る IPv6関連のテストイベントとしては世界最大規模で

ある．

　そのほかにも Sun Microsystemsの主催するテス

トイベントである Connectathon や The European 

Telecommunications Standards Institute （ETSI）の主催

する Plugtests等の国際的なテストイベントに招待され，

IPv6関連技術のテストコーディネータを務めてきた．

　このような活動を通じて，TAHIプロジェクトは IPv6

の導入期において，IPv6の相互接続性向上に大きく貢

献した．

　2002年，IPv6の機器評価プログラムへの取り組みを

開始した．グローバルユニークなプログラムとするた

めに，IPv6 Forumが IPv6 Ready Logo Program（Logo 

Program）を運用する IPv6 Logo Committee（v6LC）6）を

設立し，各国の有識者がこれに参画する体制となって

いる．日本においては v6PCにサーティフィケーション

WGを設立し，ベンダやユーザと議論する場を用意した．

これにより，技術面では TAHIプロジェクトが，戦略面

では v6PCが v6LCを主導する体制をとり，運用を進め

ている．現在，v6LCには上述した日本の組織のほかに，

米 国 の University of New Hampshire InterOperability 

Lab.（UNH-IOL），フランスの ETSI, IRISA, スペインの

CETECOM，台湾の NICI，韓国の TTA，中国の BII，マレ

ーシアの MIMOSが参加している．v6LCの組織関係図

を図 -1に示す．

　Logo Programは，相互接続性に必要な機能のみに

着目した Phase-1とより高度な相互接続に着目した

Phase-2とからなる．Phase-1のプログラムでは IPv6の

Coreプロトコルのみを対象とし，Phase-2では IPsecや

MIPv6といった拡張機能も対象としている．

　2003年 9月に Logo Programの Phase-1を開始した．

v6LCが Phase-1向けに策定した検査仕様は TAHIプロジ

ェクトが策定してきた検査仕様を基にしたものである．

TAHIプロジェクトが策定してきた検査仕様は，該当す

る RFCに記述されているほぼすべての機能を対象とし

IPv6 Forum

v6LC

IRISA

ETSI

CETECOM

UNH-IOL

BII

NICI

MIMOSTTAv6PC/TAHI

図 -1　IPv6 Ready Logo Committee 組織関連図
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ていたため，v6LCに参加するすべての組織がこれを基

に議論を行い，相互接続に必要な機能を抽出し，検査仕

様としてまとめた．このようなアプローチをとることで，

v6LCは Logo Programの構想を立案してからわずか

1年で，プログラムを開始することができた．

　プログラムを検討するにあたり，機器を PC，自動車，

家電といった種類ごとに分類すると，その分類は多岐に

わたることが懸念されたため，Logo Programではこの

ような分類を行わず，機器の持つ機能にのみ着目するこ

ととした．たとえば，IPv6 Core Protocolや IPsec等であ

る．さらに，各プロトコルにおいては，いくつかの役割

が定義されており，それぞれが補完し合うことで機能を

満たすことができる．したがって，審査の対象は，その

役割単位としている．たとえば，IPv6 Core Protocolで

は Hostと Routerである．IPv6 Ready Logo Programで

サポートしている各機能における役割を表 -1に示す．

　各機能にける役割の分類および定義については，

Phase-1における Special Deviceを除きそれぞれの RFC

における定義に準拠している．Special Deviceは本プロ

グラムにおいて独自に定義したものである．IPv6はア

ドレスの自動設定やルータ検索など，設定の自動化が大

きな特徴の 1つとなっているが，セキュリティや管理と

いった観点から自動設定を避けたい機器がある．このよ

うな機器は，手動設定をすることで相互接続性は確保で

きるため，Hostの要件からプレフィックス探索とルー

タ探索を除いたものを作成し，これを Special Deviceと

した．

　Phase-1 Logoの取得デバイス数の推移を図 -2に示す．

ロゴ取得デバイスの数は順調に推移しており，2007年

8月には 300を超えている．

　2005 年 2 月，IPv6 Ready Logo Phase-2 の Core 

Protocolのプログラムを開始し，引き続き，同年 6月に

IPsecと MIPv6のプログラムを，2007年 1月に NEMO

のプログラムを，同年 4月には DHCPv6と SIPのプログ

ラムを開始している．これらプログラム向けの検査仕様

の策定にあたっては，各国から参加している v6LCの技

術メンバで議論を行い，パブリックレビューを経て確定

している．

　Phase-2 Logoの取得デバイス数の推移を図 -3に示す．

現在は，Core Protocolに対する関心が高く，順調に増

加を続けている．特に 2007年に入ってからはより強い

カーブを描いている．2007年 10月には取得デバイスの

数が 100を超えている．

　2007年 2月に米国の National Institute of Standards 

and Technology（NIST）が米国政府向け IPv6機器の要求

仕様をまとめた文書を発表した．同年 5月，NISTは要

図 -2　IPv6 Ready Logo 
Phase-1 認証機器の推移

Phase 機能 役割

Phase-1 IPv6 Core Protocol
Host, 
Router, 
Special Device

Phase-2

IPv6 Core Protocol Host, Router

IPsec
End-Node, 
Security Gateway

MIPv6
Home Agent, 
Mobile Node,
Correspondent Node

NEMO
Home Agent,
Mobile Router

DHCPv6
Server,
Client,
Relay Agent

SIP
Server, 
User Agent

表 -1　機能と役割
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求した機能の検査手法に関する討論会を開催した．この

会議には，TAHIプロジェクトおよび v6LCにも参加要請

があり，検査ツールや検査仕様についての説明を行って

いる．NISTは，グローバルユニークな検査仕様である

v6LCの検査仕様に高い関心を持ち，この検査仕様を可

能な限り流用する方向で調整している．

　日本においても，（財）電気通信端末機器審査協会

（JATE）が IPv6の機器認証を検討しており，v6LCに参画

し，協調して認証を行う方向で調整している．

　このように，当初は IPv6の検証技術の研究開発プ

ロジェクトとして始めた TAHIプロジェクトの成果は，

v6PCや v6LCと融合することで，IPv6 Ready Logoの検

査仕様の礎となり，現在，世界中でグローバルユニーク

な検査仕様と認められ，さらには各国の認定機関の検査

仕様として利用されるに至り，IPv6の高い相互接続性

と円滑な普及に貢献している．

　KAMEプロジェクト，USAGIプロジェクト，TAHIプ

ロジェクトのロゴを図 -4に示す．

 相互接続性検証テストベッド環境の構築

　IPv6技術を適用したネットワーク機器ならびにアプ

リケーションの相互接続性を検証ならびに確立すること

を目的として，WIDEプロジェクトを中心にいくつかの

テストベッド環境の構築と運用を行ってきた．本格的な，

IPv6テストベッドの構築運用は，1998年にさかのぼる．

1998年，WIDEプロジェクトのテストベッドを，IPv4/

IPv6 のデュアルスタック環境に移行した． 同時は商用

のルータが存在しなかったため，パソコンをルータとし

て動作させた．その後，このテストベッドは，KAMEプ

ロジェクトの成果をリアルタイムに検証するテストベッ

ドとして重要な役割を果たすことになった． 

　1997年 7月の Networld+Interop東京 7）’97において

世界最初の IPv6 Shownetの構築と運用，1999年 3月に

はWIDEインターネット上で PIM-SMと DVTS8）技術を用

いた NTSC品質のリアルタイム動画 IPv6マルチキャス

トの動作実験を行った．WIDEインターネットでの IPv6 

技術の運用経験をもとに，通信放送機構 TAO（現在の

情報通信研究機構 NiCT）が運営する JGN（Japan Gigabit 

Network）において，商用のルータを用いて 2001年 4月

から相互接続性の検証を行い，2002年 4月より通常サ

ービスを開始した．並行して，倉敷芸術科学大学 小林

和真教授を中心に，各社のルータの細かな技術的問題や

課題を JGNプロジェクト 9）が提供するテストベッド環

境を用いて解決していった．JGN2においては，全国 26

カ所の NOC（Network Operation Center）がマルチベン

ダの環境において運営されている． 

　図 -5に JGN2の構成図を示す．

　また，インターネットの運用では，インターネットイ

クスチェンジ（IX；Internet eXchange）を介したプロバイ

ダ間の相互接続が行われる． WIDEプロジェクトは，商

用のプロバイダに対して，IPv6 を用いた IXを介した運

用技術の確立を促すために，NSPIXP-610）の運用を 1999

年に開始した． 現在では，多くの商用プロバイダが，

図 -3　IPv6 Ready Logo 
Phase-2 認証機器の推移

図 -4　左から KAME, USAGI, TAHI プロジェクトのロゴ
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すでに DIX-IE（IPv4 のトラフィックの交換を行っている）

を介して IPv6トラフィックの交換を行うようになって

きている． 

　国際的には，衛星を用いてアジア諸国の大学等の研

究組織（12カ国 24組織）を相互接続する AI3プロジェク

ト 11）のテストベッドの IPv6化も 2006年に完了し，ア

ジア諸国のインターネットの普及を先導する組織への

IPv6技術の普及を推進している．AI3の構成図を図 -6

に示す．また，IEEAF12）および GLIF13）が推進するグロー

バル規模の超広帯域ラムダネットワークのテストベッド

においては，IPv6 技術がプロジェクトの開始当初から

導入された．特に，東京大学平木研究室と協力して進め

ているデータレゼボワール /GRAPE-DRプロジェクトの

一環で，WIDEプロジェクトが全面的に協力した，地球

規模での超高速データ通信のデモンストレーションによ

って，GLIF/IEEAFのネットワーク基盤を用いた超広帯域  

Internet214）が主催する LSR（Land Speed Record）15）コ

ンテストにおいて，IPv4および IPv6，Single Streamな

らびにMultiple Streamの合計 4部門すべての世界記録

を獲得した16）．また，2006年 10月に開催された愛知

万博では，アムステルダムと名古屋の会場を結び，高精

6

Routers on the JGNv6

長崎大学

岩見沢自治体
ネットワークセンター

札幌総合
情報センター 八戸工業大学

岩手県立大学

仙台市情報・
産業プラザネットU

会津大学

電気通信大学
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生命科学研究所(鶴岡)

宇都宮大学

ラ・メルセ
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三重県立
看護大学

和歌山大学

新潟大学

長野市
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松本情報創造館
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医療センター
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NSPIXP-6他
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MegaAccess
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(東京大学)
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GR2000
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テレポート
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高知トラヒック
リサーチセンター

広島大学北九州情報通信研究
開発支援センター

佐賀新聞社

(慶應義塾
大学矢上)
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富山総合
情報センター
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(大手町IPv6システム
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(東北大学電気
通信研究所)

NEC
IX5010

沖縄情報通信研究
開発支援センター

東京大学インテリジェント
モデリング・ラボラトリー

Fujitsu
GS-R940

東北大学

名古屋大学

幕張ギガビット
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細動画を用いたピアノとバイオリンの共演デモンストレ

ーションに成功した． 

まとめ 

　新技術の市場に円滑な導入は，情報通信システムのグ

ローバル化と肥大化に伴い，ますます重要な課題として

認識されるようになった．各ベンダにおける製品開発の

難易度を軽減し，異なるベンダが市場投入する製品の間

での相互接続性の確立を推進するためには，面としての

活動戦略を推進しなければならない．我々がWIDEプロ

ジェクトを核に，関係組織と協調しながら推進した IPv6 

システムの相互接続性の向上と確立に向けた活動が，今

後研究開発される新技術の円滑な導入に関して参考とな

ることを期待する． 

謝辞　　本稿で紹介した研究開発活動は，非常に多くの
組織と個人のご理解とご尽力によって推進されたもので

ある．ここに，関係者の方々への敬意と感謝の意を表さ

せていただきたい． 

図 -5　JGN2 構成図
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図 -6　AI3 構成図
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